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広域災害特性分析結果を用い
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Abstract

Exactanddetailedevaluationoftheriskforsedimentcollapse,andcountermeasures
tomitigatesedimentdisastersinmountainareascausedbyheavyrainfallareshownin
thispaper.Atfirstthecharacteristicsofthesedimentdisasterinthemountainareasof
GifuPrefecture,Japanduetothe2000TokaiHeavyRainfall,areanalyzedbyusing
thedetailedrecordsforrainfallandsedimentcollapses,andthedatabaseformany
featuresoftheforests.Basedontheresultsoftheanalysisthemoreexactrisksfor
sedimentflow andslopefailuresareevaluatedinthearea,andthereliabilityofthe
evaluationisconfirmed.
Thepracticalcountermeasuresforsedimentdisasteraredemonstratedfordifferent
phasesofthedisaster,applyingtheGIS.Detailedevacuationplansarederivedbythe
realtimerecordsoftheprecipitationandtheevaluatedrisk.Torecognizethedisasters
inthewholearea,thesedimentcollapsesmapdevelopedwithhighresolutionsatellite
images,andtheGISdatasuchasroadsandhouses,areoverlaid.Intheplanforthe
damstomitigatethedisaster,theriskanalysisisappliedtodeterminethepriorityfor
theconstructionsites.
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１．はじめに
山間部における，豪雨による土砂災害の対策を

実施する場合には，どの地点が危険であるかをあ
らかじめ特定する危険度評価を的確に行うことと，
被害を軽減するために避難，応急復旧，砂防施設
の建設などの平常時の対策を合理的に行うことが
求められる。前者の災害危険度評価に関する問題
としては，①広域に渡る降雨情報，災害記録，お
よび地形，地質，植生といった詳細なデータベー
スが得がたく，広域災害特性の分析を行い，正確
な危険度評価を行うことが困難であること，②降
雨という誘因と，地形，地質，植生といった素因
との両方を考慮して面的な危険度評価を行うこと
が困難であること，③崩壊域を特定し，土石流と
斜面崩壊という二つのタイプのマスムーブメント
に分けて災害特性を分析し，両者の個々の危険度
を評価した総合的な危険度評価を行うことが困難
であること，といった点が挙げられる。

また，後者の避難，応急復旧，防災施設計画な
どの対策に関する問題点としては，①個々の地点
における危険度評価が困難なため，各地点におけ
る誘因，素因の特性を考慮した避難勧告を行うこ
とが困難である，②避難，防災施設計画などの対
策によって，素因，誘因の取り扱いが異なるた
め，統一的な基準に基づく総合的な対策が困難で
ある，③広域にわたる詳細な災害状況の把握が困
難なため，広域にわたる合理的な応急復旧計画の
早急な立案が困難である，④信頼できる危険度評
価データが不足しているために，広域にわたる合
理的な施設計画が困難である，といった問題点が
ある。
本研究では，上述した問題を解決するための広

域特性分析結果を考慮した土砂災害対策支援GIS
について検討する。具体的には，２０００年東海豪雨
における岐阜県山間部における土砂災害特性の分
析結果を示すとともに，その分析結果に基づく危
険度評価を用いた災害対策支援GISの事例を示
す。
広域の土砂災害危険度評価に関するこれまでの

研究では，素因の分析に関する研究が多く見られ
る。衛星画像を用いた，このような研究の例とし

て，大林ら１，２）は，斜面崩壊前のLANDSAT TM

データから得られる被覆特性，植生指標や地形，
地質特性を用いて崩壊特性を数量化Ⅱ類により分
析している。また，柴山ら３）は，１９９９年ベネズエ
ラ豪雨災害で生じた斜面崩壊について，IKONOS
パンクロマチック画像を用いて崩壊箇所の判読を
行い，地形，地質のデータベースを用いて崩壊の
発生要因の分析を行っている。
しかし，これらの崩壊特性を分析した研究では，

１：５０，０００の現存植生図などが利用されているた
め，細密な植生や地質に関する情報が得られない
といった問題点も指摘できる。そこで筆者ら４）は，
山間部の細密なデータベースとして行政が整備す
る森林簿に着目し，２０００年東海豪雨を誘因とする
斜面崩壊について，高分解能衛星画像を用いた災
害記録と森林データベースを用いて土砂崩壊箇所
の特性分析を行っている。
本研究では，東海豪雨における岐阜県の山間部

を対象として，誘因と素因に着目した災害特性の
分析を行った。素因に着目した災害特性分析で
は，崩壊から土石流に発達し堆積するタイプと崩
壊土砂がそのまま堆積するタイプの２タイプに分
けるとともに，各崩壊について崩壊発生域を特定
し，より詳細な災害特性の分析を行った。また，
これらの分析結果を用いた，素因，誘因の両者を
考慮した広域の危険度評価方法を示す。
被害軽減のための対策である避難に関するこれ

までの研究では，誘因に着目した研究が多く見ら
れる。これらの研究の例として，荒木ら５，６）は，
土石流危険渓流毎の地形特性を考慮し，土石流警
戒避難基準雨量を設定している。また，彼らは，
山口県大島郡を対象として土石流警戒避難支援シ
ステムのモデルを構築し，時々刻々と変化する雨
量情報の表示や危険度情報の表示機能を有した
GISの開発を行っている。
本研究では，上述の方法により素因，誘因の両

者を考慮することで，崩壊現象の両面から考察す
ることが可能であり，より合理的な危険度評価結
果に基づき，災害発生直前，発生直後，平常時の
各フェーズにおける災害対策支援を行うGISの事
例を示す。災害発生直前の時点については，山間
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部の各林班における誘因と素因に着目し，地区の
特性に応じた避難計画を検討する例を示す。
災害直後の時点については，高分解能衛星画像

により土砂崩壊地点を特定し，災害状況を把握
し，応急復旧計画などを検討する事例を示す。さ
らに，平常時において砂防施設の計画を行う場合
について，危険度評価結果を用いて，リスクアナ
リシスを行い，施設建設の優先順位を検討する事
例を示す。

２．土砂災害対策支援GISの概要
２．１ システムの概要
このシステムは，広域災害特性分析に基づく危

険度評価と，異なるフェーズにおける災害対策支
援を総合的に行い，行政における災害対応者が意
思決定をする際の支援を行うことを目的とした。

ここで対象とする領域は，約１００km２の面積をも
つ地域である。システムの概要をFig.１に示す。
本システムは，GIS-DBMS（データベース管理シ
ステム），分析・画像解析モジュール，意志決定支
援の３つのパートで構成される。
GIS-DBMSは，データの検索，閲覧，入力，

編集などを行う。なお，GISのアプリケーション
には，ArcGISを用いた。ベクター型のデータは
shape形式，ラスター型のデータはimg形式とし
た。ベクター型データとしては，森林計画図，河
川，道路，建物，気象，土砂災害履歴を用いた。
また，降雨データについては，リアルタイムで取
得される観測データも含まれている。ラスター型
デ ー タ と し て は，標 高 デ ー タ，航 空 写 真，
IKONOSデータおよびLANDSATTMデータを用
いた。
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Fig.１ 土砂災害対策支援GISの概要
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このGIS-DBMSから必要となるデータを分析・
画像解析モジュールに渡し，降雨特性分析，衛星
画像による土砂崩壊の検出，崩壊記録と森林デー
タベースによる崩壊地特性分析，および素因・誘
因を考慮した危険度評価を行う。また，分析結果
は，DBMSに主題図などとしてフィードバックす
る。意志決定支援として，本研究では，３つの時
刻（災害発生直前，災害発生直後，防災対策計画
時）に着目し，土砂災害の警戒避難支援，災害状
況の把握・応急復旧支援，砂防施設の計画支援を
行う。

２．２ 使用データ
上述のシステムには，Table１に示すデータを

使用した。本研究の特徴として，多数の地点にお
ける降雨の時刻歴データ，高分解能衛星画像，お
よび森林データベースデータの利用が挙げられ
る。ここでは，これらについて説明を加える。
降雨量データとしては，上矢作町周辺の２０の観

測地点において，２０００年９月１０日２０時００分～２０００
年９月１２日２１時００分までに記録された時間雨量，
累積雨量，有効雨量を用いて，雨量データベース
を作成した。有効雨量とは，一連の降雨において
時間雨量４mm/h以上の降り始めから４mm/h未
満が３時間以上経過するまでの累積雨量をいう。
地球観測衛星IKONOSには，パンクロマチック

（０．４５μm～０．９０μm），可視域青（０．４５μmm～０．５２
μm），可視域緑（０．５２μm～０．６０μm），可視域赤

（０．６３μm～０．６９μm），および近赤外域（０．７６μm～
０．９０μm）のセンサーが搭載されており，空間分解
能は，パンクロマチックで約１m，マルチスペク
トルで約４mである。本研究では，これらを合成
して得られるパンシャープン画像を用いた。
本研究では，森林データベースとして森林簿

（CSV形式）を利用し，データベースに対応する地
点を表す地図としては，森林基本図（TIFF形式），
森林計画図（DXF形式）を用いた。森林基本図と
は，縮尺１：５，０００の地形図である。森林基本図か
ら河川，渓流，国道，林道，過去の崩壊履歴を
ディジタイズした。森林計画図とは，林班や小班
などの形状が記録されたポリゴンデータである。
森林計画図のポリゴンデータの位置は修正を施し
ており，DBMSで管理するデータの対象地点の座
標についてもすべてUTM座標系で統一して表し
ている。
林班とは，尾根や河川など変わりにくい自然の

地形や行政上の字界などの固定的で半永久的な区
画である。また，小班とは，林班の中を所有者ご
と，樹種や林齢など林況の違いなどにより，必要
に応じて細分化された区画である。したがって，
森林の属性データは，小班単位で記録されてい
る。そこで，後述の危険度評価は小班単位で行っ
た。森林簿は，各小班に対する位置，植生，地質
などに関する属性データがテキスト形式で保存さ
れている。これらの属性データを森林基本図に付
与する形で使用した。
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Table１ 使用データ

データの出典内容データ名
岐阜県農山村整備局森林課森林簿，森林基本図，森林計画図森林GIS
北海道地図株式会社数値地図１０mメッシュ標高（明智，横道）

地形データ
財団法人日本地図センター数値地図５０mメッシュ標高（明智，横道，美濃焼山，岩村）
財団法人気象業務支援センター気象庁メッシュ統計値１９７１年（降水量，気温，最深積雪量）

気象データ
国土交通省豊橋工事事務所東海豪雨２０００年９月１０日２０時００分～１２日２１時００分（時間雨

量，累積雨量）
JSIIKONOS２０００年９月２７日観測

RSデータ
RESTECLANDSAT２０００年９月２７日観測

中日本航空株式会社航空写真 ２０００年９月１５日～１９日撮影から作製土砂崩壊
データ

岐阜県ふるさと地理情報センター危険地マップ，山地防災情報マップ砂防・治山
データ
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３．広域災害特性分析
３．１ 降雨特性分析
（１）２０００年東海豪雨の概要と解析対象域
２０００年９月１１日から１２日かけて，名古屋市を中

心とした東海地方が，台風１４号の影響により活発
化した停滞前線による集中的な豪雨に見舞われ
た。２日間の累積雨量は，多いところで６００mm
前後に上った。愛知県と岐阜県の１７市町には，災
害救助法が適用された。名古屋市周辺の浸水被害
の目立った被害として，矢作川上流域の岐阜県恵
那郡上矢作町，愛知県北設楽郡稲武町，長野県下
伊那郡根羽村などでの河川災害や土砂崩壊などが
報告されている７-９）。
本研究では，山間部の土砂災害に着目し，解析

対象域をFig.２に示す領域に設定した。同図に示
す四角で囲まれる領域は，上矢作町のIKONOS
データの観測範囲に対応する。これらの領域に，
林班のポリゴンを重ね合わせた。岐阜県から提供
を受けた森林計画図の林班数は，２２８，小班数は
２２，４３７であった。このうち，IKONOSデータと重
なる林班の数は，１５０であり，小班の数は，１５，１８９
であった。以下の分析では，IKONOSデータの図
郭と重なる林班および小班を用いた。

（２）土砂災害発生限界線の設定
東海豪雨の際に２次元の分布データとして得ら

れた降雨データによって，対象領域における多数
の林班の時間雨量，有効雨量の関係を調べる。こ
こでは，土砂災害発生限界線（CriticalLine：CL）
を用いて土砂災害の発生林班と非発生林班を区別
する。CLとは，縦軸に短期降雨指標，横軸に長
期降雨指標を取り，土砂災害が発生する降雨と発
生しない降雨を区分するものである１０）。
本研究では，前述のように，２０００年９月１０日２０

時００分～２０００年９月１２日２１時００分までの時間雨
量，累積雨量，有効雨量記録から，雨量データ
ベースを作成した。観測所の位置を緯度経度から
UTM座標に変換した後，等雨量線を作成した。
Fig.３は，等雨量線の一例であり，２０００年９月１２
日０時時点の時間雨量データを用いて作成したも
のである。槍ヶ入観測所付近で８０mmの降雨量が
あることがわかる。
一般的にCLを設定するためには，過去の多く

の土砂災害発生降雨量と非発生降雨量のデータ，
さらに土砂災害の発生時刻が必要となる。しか
し，対象域においては東海豪雨以外の土砂災害発
生降雨量のデータはなく，また，土砂災害の発生
時刻も明確ではないため，CLを設定する条件が
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Fig.２ 解析対象域 Fig.３ 上矢作町周辺の等雨量線図の一例
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限られる。本研究では，前述のように東海豪雨に
おける上矢作町周辺の２０の観測所の降雨データを
内挿処理し，面的に降雨データを作成している。
一つの降雨ではあるが，土砂災害が発生した林班
と発生しなかった林班について，多くのポイント
データを用いることができる。そこで，土砂災害
発生林班と非発林班のそれぞれについて２０個の林
班を選定し，時間雨量と有効雨量が共に大きな時
間帯のデータを用いて散布図を作成した。Fig.４
に，本研究において設定したCLを示す。同図中，
土砂災害発生林班の降雨量を○，非発生林班の降
雨量を×で示す。本研究では，土砂災害発生降
雨が全て危険領域に包含されること，また，CL
の傾きaが−１＜a＜０の範囲となるようにCLを
設定した。
過去２３年分の最大日雨量データを用いて上矢作

観測所における東海豪雨の発生確率年１１）を推定し
たところ，約５０年となった。上矢作町における東
海豪雨による最大日雨量は，過去の観測記録から
求めると５０年に１回の確率で生じる降雨量に相当
している。したがって，本研究で設定したCLは，
５０年確率の降雨データのみに基づいて求めたこと
を意味する。今後，CLの信頼性を向上させるた
めに，東海豪雨以外の土砂災害発生・非発生降雨
のデータを蓄積する必要がある。しかしながら，
上矢作町を対象とした場合，現時点では崩壊時の
他の降雨量データはなく，東海豪雨の降雨量デー
タから決定されるCLを用いて後述の警戒避難支
援を行う。

３．２ 崩壊発生域の特性分析
（１）高分解能衛星画像を用いた土砂崩壊の検出
筆者らは，IKONOSデータを用いて土砂崩壊箇

所を検出する手法を検討し，２０００年東海豪雨を誘
因とする土砂崩壊に対して適用した例を示した１２）。
提案手法は，崩壊域陰影部の問題点を克服する手
段として，崩壊域採光部として抽出された領域か
ら崩壊域陰影部を推定する方法を示している。運
動形態による崩壊タイプの分類，検出手法の詳
細，検出結果に関しては，参考文献１２）を参照され
たい。
提案手法により土砂崩壊の検出を行った結果，

崩壊域すべてが陰影部である箇所を検出すること
はできなかったものの，崩壊箇所数では，８５％が
検出可能であった。本研究では，東海豪雨直後に
観測された航空写真を用いて崩壊箇所の判読を行
い，検出結果に崩壊域すべてが陰影部である崩壊
箇所を加えて土砂災害記録を作成した。ただし，
土石流の形態において，曲がりくねって流下する
場合，樹木や深い谷地形の影の影響を受け土石流
が途切れて見える場合もあった。したがって，連
続性が確実に判断できた数をカウントした。その
結果，斜面崩壊が１２４箇所，土石流が１４１箇所で
あった。斜面崩壊と土石流の区別は，流総距離の
違いによる崩壊形状から判別した。ここで，崩壊
形状が円形，もしくは楕円に近い場合は斜面崩
壊，線状の場合は土石流とした。

（２）土砂災害記録と標高データを用いた土砂崩
壊発生域の設定

一般的に土砂崩壊は，発生域，流送域，堆積域
などに区分することができる。土砂災害の危険度
を評価するためには，発生域の特性を分析するこ
とが重要である。本研究で対象とした土石流，崩
壊についても，その運動形態から土石流の発生
域，流送域，堆積域，崩壊の発生域，堆積域に区
分することができる。しかし，衛星画像，航空写
真では同じ被覆としか捉えられないため，これら
の区分は困難である。そこで，本研究では，１０m
メッシュの細密な数値標高データを用いて土砂崩
壊発生域の設定を試みた。

４０

Fig.４ 土砂災害発生限界線（CL）の設定
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土石流発生箇所における標高と斜面傾斜角の一
例をFig.５に示す。これは，上矢作町東部の達原
における国道４１８号を寸断した大規模な土石流の
発生箇所である。この土石流に対して，流下方向
に向かって約１０m間隔で標高，斜面傾斜角の値
を取得した。ここで，横軸のポイントNo．は０が
最上流であり，番号が大きくなるにしたがって，
下流に進むことを意味する。土石流の始点と終点
の標高差は，約２００mであった。
また，崩壊発生箇所における標高と斜面傾斜角

の一例をFig.６に示す。これは，宇連地区におけ
る林道近傍の斜面崩壊の発生箇所である。Fig.５
と同様に，標高と斜面傾斜角をグラフで表した。
崩壊の始点と終点の標高差は，約７０mであった。
一般的に土石流の発生域は，１５°から２０°以上

の渓流，崩壊の発生域は，３０°以上の急斜面とさ
れる。しかし，斜面傾斜角が激しく変化している
ことにより発生域，流送域，堆積域の区分を困難
にしている。その原因として，豪雨によって林道
に雨水が集まり，土石流が発生したこと，国道施
工時の切り土によって斜面傾斜角が急になったこ
となどが考えられる。同様に，他の土石流，崩壊
箇所についても分析を行ったが，斜面傾斜角に
よって明確に発生域を区分することは困難であっ
た。土石流，斜面崩壊，それぞれについて数例を
検討した結果から，発生域とみなしても誤認の可
能性が低いと考えられる領域として，下記の領域
を特定した。
① 土石流：崩壊最上流部から崩壊方向に向かって

全崩壊面積の約１０％を発生域とする。
② 斜面崩壊：崩壊方向に向かって，全崩壊面積の

約９０％を発生域とする。
この定義にしたがって，対象域すべての土砂崩
壊に対して発生域のポリゴンを作成した。

（３）土砂崩壊発生域の特性分析
上述した方法により発生域を特定し，土石流，

斜面崩壊の二つの崩壊タイプについて崩壊特性分
析を行った。土砂崩壊発生域の特性分析結果の一
例をFig.７に示す。同図（a）は針広別に対するカ
テゴリー分布である。ここで，針広別とは，針葉
樹と広葉樹の区別であり，森林簿に記載されてい
る表現である。土石流の発生域が含まれる小班の
うち，約８３％が針葉樹であり，斜面崩壊の発生域
が含まれる小班のうち，約８４％が針葉樹であった
ことが分かる。
同図（b）は，間伐の有無に対するカテゴリー

分布である。管理が行き届かない林は，崩壊が発
生しやすいと考えられるが，間伐がされておら
ず，管理が不十分な箇所において土石流，斜面崩
壊ともに多く発生していることが，この図より分
かる。
森林簿にはおいて土砂崩壊の履歴が小班ごとに

示されているが，この履歴の有無と東海豪雨に
よって発生した土石流，斜面崩壊の有無を各小班
について比較した結果を，同図（c）に示す。東海
豪雨以前に土砂災害履歴の無い箇所においても，
東海豪雨による土砂崩壊が多く発生している。特

４１

Fig.６ 土砂崩壊箇所（崩壊）の標高と斜面傾斜角Fig.５ 土砂崩壊箇所（土石流）の標高と斜面斜角
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に，東海豪雨により土石流が発生した割合は約
９４％と高かった。東海豪雨以前の崩壊履歴と東海
豪雨による崩壊とに相関性が見られない理由とし
ては，前述したように，上矢作町における東海豪
雨による降雨量は５０年確率に相当する降雨量であ
り，まれに発生する降雨量のため，詳細な災害記
録が残されていない可能性がある。このように，
東海豪雨以前においては必ずしも詳細な崩壊記録
が森林簿に残されていなかったことがあげられ

る。また，新たな林道の建設により，林道沿いに
雨水が流れ土石流のような崩壊を起こしたという
新たな崩壊パターンが東海豪雨の場合に加わった
ためと考えられる。

３．３ 数量化理論を用いた土砂災害危険度評価
（１）土砂災害危険度評価手法とその精度検定
数量化理論による分析に使用した属性データを
Table２に示す。植生，地質，地形，気象，衛星
画像データより作成した各指標，土砂災害履歴，
東海豪雨の降雨量特性の各項目に関する１９のアイ
テムを用いた。これら素因と誘因を含む１９のアイ
テムを説明変数とし，東海豪雨による崩壊の有無
を外的基準として数量化Ⅱ類による危険度評価を
行った。この危険度評価は土石流と斜面崩壊の二
つのタイプの崩壊に対して個別に行った。
数量化Ⅱ類の理論を適用する場合には，使用す

る要因データの構造分析を行う必要がある。そこ
で，数量化Ⅲ類によるカテゴリー分析を行った。
この解析に用いた土砂崩壊発生域を含む小班数は
４５５，土砂崩壊非発生小班数は１４，７３４である。土
砂崩壊発生域を含む小班のうち，土石流の発生域
を含む小班数は３０１，斜面崩壊発生域を含む小班
数は１６４，両方の発生域を含む小班数は１０である。
Fig.８に数量化Ⅲ類のカテゴリー散布図を示

す。土石流発生域小班，斜面崩壊発生域小班，土
砂災害非発生小班の散布状態が異なることから，
データ構造に違いが見られ，土砂災害の有無が判
定できる可能性を示唆しているものといえる。
数量化Ⅱ類によって土石流の危険度評価を行っ

た結果をFig.９に，斜面崩壊の危険度評価結果を
Fig.１０に示す。これらの図において，危険と評
価された小班は，やまぶき色，安全と評価された
小班は，白色で示す。また，土石流の発生箇所は
紫色，崩壊の発生箇所は青で示す。これらの危険
度評価の精度を検証するために，本研究では以下
の式を用いた。

Ad
AR＝―― （１）

Ao

ここで，ARは適合度，Adは予測が適合した小班
の総面積（km２），Aoは実際の土砂災害発生域を含

４２

Fig.７ 土砂崩壊発生域の特性分析の一例
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む小班の総面積（km２）である。東海豪雨による
土石流，斜面崩壊の危険度評価結果に対して適合
度を計算したところ，０．８９，０．７９と良好な結果が
得られた。

本研究では，従来詳細な情報を得ることができ
なかったデータについて森林簿のデータを活用し，
広域にわたる降雨情報，災害記録，地形・地質・植
生のデータベースを解析に利用している。また，
誘因と素因の両方を同時に考慮するという新たな
考え方にもとづき，面的に危険度評価を行ってい
る。さらに，崩壊域を高分解能衛星画像解析から
詳細に特定するという新たな技術を導入し，土石
流と斜面崩壊の２つのタイプに分けて災害特性を
分析し，両者の危険度評価を実施している。詳細
な災害特性分析結果に基づき，素因，誘因の両者
を考慮して行った危険度評価は高い信頼性を持つ
ものと考えられる。また，危険と判断されて崩壊
や土石流が発生しなかった小班は，土砂崩壊の発
生した小班と特性が類似しているため，土砂崩壊
の発生確率が高い場所であると考えられる。

４３

Table２ 数量化理論解析に用いた属性データ

カテゴリーアイテム分類
針葉樹，広葉樹針広別

植生

スギ，ヒノキ，カラマツ，クロマツ，その他針葉樹，クリ，トチ，ケヤキ，コナ
ラ，その他広葉樹，人工林伐採地，天然林伐採地，草生地，崩壊地，荒地，岩石
他，その他未立木地，タケ

樹種

０から１０まで１１段階（値が大きくなるに従って密になることを意味する．）粗密度
間伐の有無（１９８１年から２０００年）間伐
未固結堆積物，礫･粘土（第三紀），花崗岩（中生代），結晶片岩類地質型

地質 褐色森林度（BB，BC，BD，BDDRY，BE，BF），黒色土（BLD），受触土（Er），未
熟土（Im）土壌型

０から１２５０mまでを５０m毎に区分標高
地形 ０°から５５°を５°毎に区分斜面傾斜角

北，北東，東，南東，南，南西，西，北西，平坦地斜面傾斜方向
年平均降水量１９０１mmから２６００mmを５０mm毎に区分年平均降水量

気象 年平均気温８．６℃から１３．０℃を０．５℃毎に区分年平均気温
最深積雪量１６cmから８５cmを５cm毎に区分最深積雪量
DN値（０から２５５）を等間隔に区分，値が高いほど植生活性度が高いことを意味す
る．植生指標

衛星画像
DN値（０から２５５）を等間隔に区分，値が高いほど都市化していることを意味する．都市化指標
DN値（０から２５５）を等間隔に区分，値が高いほど水分量が高いことを意味する．水分指数
DN値（０から２５５）を等間隔に区分，値が高いほど風化が進んでいることを意味す
る．風化度指標

過去の土砂崩壊発生の有無災害履歴土砂災害
４１１mmから５００mmを１０mm毎に区分（２０００年９月１０日２０時００分から９月１２日２１時
００分）累積雨量

東海豪雨 ４６mm/hから６５mm/hを５mm/h毎に区分（上矢作観測所最大時間雨量２０００年９月
１２日０時００分）最大時間雨量

Fig.８ 数量化Ⅲ類によるカテゴリー散布図
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（２）災害の各フェーズにおける土砂災害危険度
評価

前述したように，災害の異なるフェーズに対し
て災害対策を行う場合，より統一した基準による
信頼性の高い危険度の評価が必要となる。この論
文で示す危険度評価手法では，どのような崩壊記
録を外的基準に取るか，また降雨特性に関する説
明変数に対してどのレベルの確率降雨を用いるか
によって，異なる災害のフェーズに対して適用す
ることが可能である。
想定する場面ごとの外的基準と説明変数の関係

をTable３に示す。平常時および災害直前の警
戒・避難時の危険度評価における外的基準には，
森林基本図から作成した過去の土砂崩壊履歴を含
む小班を用いた。また，説明変数には，東海豪雨
前のLANDSATTMデータより作成した各指標，
および１００年確率降雨量を用いた。また，災害直
後の災害把握・応急復旧時の土砂災害危険度評価
における外的基準には，東海豪雨における土砂災
害記録から設定した土石流および崩壊発生域を含
む小班を用いた。また，説明変数における雨量に
は，東海豪雨の降雨量を用いた。さらに，災害後
の防災施設計画時については，災害把握・応急復
旧時に用いた東海豪雨の雨量を１００年確率降雨量

に替え，他の説明変数，外的基準は同じとして危
険度評価を行った。これらの危険度評価の結果
は，後述する災害対策支援に利用される。

４．広域災害特性分析結果を用いた土砂
災害対策支援GISの適用事例

４．１警戒避難勧告
東海豪雨の雨量データより作成した土砂災害発

生限界線（CL）と等雨量線から求められる各林班
におけるスネーク曲線を用いて，降雨データのみ
によって各林班における崩壊の有無を検討した結
果をFig.１１（a）に示す。CLを超えた林班を赤色，
超えていない林班を水色で示す。この結果の検証
を行うために，土砂災害記録（同図中，黄色で示
すポリゴン）のオーバーレイを試みた。降雨要因
により危険と判断された林班に，土砂災害記録が
含まれる箇所が多いことが分かる。しかし，崩壊
が発生した箇所を非発生と判別した林班も，若干
見られる。これは，土砂災害の判別を誘因のみで
行うには限界があることを示している。
警戒・避難時における土砂災害危険度評価結果

をFig.１１（b）に示す。この図は，Table３の警戒・
避難時（t１）に示すデータを用いて，数量化Ⅱ類
により危険度評価を行った結果であり，危険と評

４４

Fig.９ 数量化理論Ⅱ類による土石流発生危険
度評価

Fig.１０ 数量化理論Ⅱ類による崩壊発生危険度
評価



自然災害科学 J.JSNDS25-1（2006）

価した小班をやまぶき色で示す。この場合，外的
基準が森林基本図より作成した土砂災害履歴であ
るため，（１）式のAoを東海豪雨による土砂崩壊
域（土石流と斜面崩壊の両者を含む）のある小班
の面積の合計として，適合度を求めた。適合度は
０．５２であり，詳細な災害記録データが不足してい
る場合には，その精度が低下するものと考えられ
る。
Fig.１１（a）および（b）を重ね合わせた結果を

Fig.１１（c）に示す。リアルタイムの情報として，
東海豪雨により設定したCLによって危険と判断
された箇所と事前情報としての平常時の危険度評
価結果を重ね合わせることで，危険箇所を容易に
認識することができる。
ここで，（c）図において最も危険とされる宇連

東地区における警戒避難時期の検証を試みた結果
をFig.１２に示す。同図に示すスネーク曲線は，
宇連東地区に含まれる１０の林班の有効雨量と時間
雨量を用いて作成した。また，スネーク曲線の推
移に着目し，時間雨量のピーク値に対応する有効
雨量の差が約１００mmであるので，１００mmを基準

として避難線および警戒線を描いた。その結果，
スネーク曲線が９月１１日の１０：４０pm頃に警戒線
を超え，９月１２日２：４０am頃に避難線を，さらに，
４：４０am頃に限界線を越えていることがわかる。
このGISでは，各林班についてのスネーク曲線，
および警戒時，避難時の崩壊危険度を求めること
ができる。上矢作町全域について，一つの降雨量
データだけで，避難，警戒の決定支援をするより
は，上矢作町の多数の林班のそれぞれに対する
データにより支援の検討ができるので，詳細な警
戒避難支援が可能である。今後，他の豪雨災害に
も適用できるように，東海豪雨以外の土砂災害発
生・非発生降雨のデータを蓄積する必要がある。

４．２ 被害状況把握
衛星画像などより緊急に作成された土砂災害記

録と国道，県道および林道，建物のベクターデー
タをオーバーレイし，重なった箇所をカウントす
ることで災害状況の把握を行った事例をFig.１３
に示す。背景はIKONOS画像であり，土砂災害記
録を赤で示す。
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Table３ 災害の異なるフェーズにおける外的基準と説明変数の関係

説明変数外的基準フェーズ
植生：針広別，樹種，粗密度，間伐

森林基本図に
示される過去
の土砂崩壊履
歴を含む小班

t０：平常時
t１：警戒・避難時
（災害直前）

地質：地質型，土壌型
地形：標高，斜面傾斜角，斜面傾斜方向
気象：年平均降水量，年平均気温，最深積雪量
衛星画像：TMデータ（２０００年６月７日観測）→NDVI，UI，水分，風化
降雨量：１００年確率降雨量
植生：針広別，樹種，粗密度，間伐IKONOSデ ー

タを用いた土
砂災害記録か
ら設定した土
砂崩壊（土石
流・崩 壊 別）
の発生域を含
む小班

t２：応急復旧時
（災害直後）

地質：地質型，土壌型
地形：標高，斜面傾斜角，斜面傾斜方向
気象：年平均降水量，年平均気温，最深積雪量
衛星画像：TMデータ（２０００年９月２７日観測）→NDVI，UI，水分，風化
災害履歴：過去の災害履歴
降雨量：東海豪雨（最大時間雨量，累積雨量）
植生：針広別，樹種，粗密度，間伐IKONOSデ ー

タを用いた土
砂災害記録か
ら設定した土
砂崩壊（土石
流・崩 壊 別）
の発生域を含
む小班

t３：防災施設計画時
（災害後）

地質：地質型，土壌型
地形：標高，斜面傾斜角，斜面傾斜方向
気象：年平均降水量，年平均気温，最深積雪量
衛星画像：TMデータ（２０００年９月２７日観測）→NDVI，UI，水分，風化
災害履歴：過去の災害履歴
降雨量：１００年確率降雨量
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分析に用いる衛星画像の取得が，どの程度の時
間で被害状況の把握が可能かといった点に大きく
関係する。気象条件等にもよるが，現時点での高
分解能衛星画像の取得に要する時間は被害発生後
半日から１日程度である。
Fig.１３（a）は国道と土砂災害記録による道路被

害抽出結果を示したものであり，６箇所の寸断箇
所が認められる。同図中に，国道の寸断箇所を○
で示す。被害延長から災害の規模が，また結果の
表示により孤立地区の判別が可能となる。（b）図
は県道・林道被害抽出結果であり，やまぶき色で
示す１１２箇所の被害箇所が認められる。国道と同
様に，被害規模，孤立地区が判別されるととも
に，緊急物資の運搬のための迂回路の検討なども
可能となる。（c）図は建物被害抽出結果である。
同図中に，被災箇所を○で示す。総被災戸数，被
災箇所の総面積など被災規模を知るとともに，
１m分解能の衛星画像から作成された詳細な崩
壊箇所を示した地図と，５０００分の１の縮尺の地図
からディジタイザーにより作成された建物位置図
を重ねることにより，各被災家屋についてどの部
分が，何平方メートル被災しているかを知ること
が可能であり，各戸の被害の程度を詳細に判別す
ることが可能である。
また，降雨に関する説明変数に３０年降雨確率の

値などを用いて，数量化理論により危険度予測を
行い，引き続く降雨による，二次災害箇所の予測
なども可能である。東海豪雨においては崩壊を免
れたが，部分的な崩壊が生じ不安定な状態なって
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Fig.１１ 緊急避難支援の一例 Fig.１２ 宇連東地区の警戒避難時期の検証
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おり，東海豪雨後の降雨により崩壊が生じ，２次的
な災害は発生する場合も考えられる。流域の状態

が大きく変化した場合に，災害前のデータを用い
て予測を行うことには困難な点があるが，現時点
でこのような災害を予測する方法として，東海豪
雨より発生確率が低い降雨量を前提とし，東海豪
雨で崩壊が生じた地点と類似した特性をもち崩壊
の可能性が高い小班を抽出する手法が考えられる。

４．３ リスクアナリシスによる砂防施設計画
数多くの土砂災害危険箇所に砂防施設などの施

設を計画しハードな対策を行うことは，時間的，
経済的に大きな制約がある。したがって，優先的
に対策すべき箇所を選定する必要がある。そこ
で，土砂災害発生に伴う損失期待値と対策にかか
る費用の比較を行うリスクアナリシスにより，優
先対策箇所の選定を行う方法を示す。
リスクアナリシスの前提となる危険度の評価と

しては，Table３に示した災害後防災施設計画時
（t３）における，外的基準と説明変数により各小班
の危険度評価を行った。また，この防災施設計画
時における土石流危険度評価結果と既存の砂防・
治山施設（２００３年３月末まで）の有無の組み合わ
せにより，渓流の崩壊土砂流出被災危険度の評価
を９１の渓流に対して行った結果をFig.１４に示す。
崩壊土砂流出被災危険度は，数量化によって危険
と判定された渓流に砂防施設が無い場合を危険度
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Fig.１３ 土砂災害記録による被災箇所の把握 Fig.１４ 崩壊土砂流出被災危険度評価
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A（赤色），これに砂防施設がある場合を危険度B
（黄色），数量化によって安全と判定された渓流に
砂防施設がない場合を危険度C（緑色），これに砂
防施設がある場合を危険度D（青色）とした。そ
の結果，危険度Aは３２箇所，危険度Bは３４箇所，
危険度Cは１０箇所，危険度Dは１５箇所であった。
危険度Aに対応する３２の渓流に対して防災施設計
画の優先順位を検討する。
土砂災害の被害を推定するためには，建物，道

路等に被害が及ぶ崩壊土砂堆積域の推定を行う必
要がある。ここで，対象域において，実際に発生
した崩壊の堆積域の幅を調べた。その結果，最も
規模が大きかった崩壊で，５０mの幅が確認され
た。また，この堆積域は，最上流部と最下流部の
標高差の１０％程度であった。ここで得られた結果
を基に，最上流部と最下流部の標高差に対して，
最下流から標高差の１０％の標高に相当する部分を
求め，その部分に対して河道の中心から両側５０m
の幅をもつ領域をバッファ処理によって求め，こ
れを堆積域として設定した。
渓流ごとの土砂堆積域内に存在する家屋戸数，

避難施設・国道の有無を土砂堆積域ごとに整理し，
被災規模の推定を行った。被災推定額は，家屋１
戸当り１，５００万円で算定した。なお，避難施設は，
崩壊土砂流出危険度の高い箇所には無かった。

また，国道の被害額は算定が困難であったため
除外されている。また，期待損失を計算するため
の土石流発生確率としては，３．３（１）で検討した土
石流危険度予測の適合度を参照して，０．８とした。
この値は，類似した特性をもつ小班の内，防災施
設の耐用年限内に実際に土石流が生起した割合を
示す値に相当すると考えて，土石流発生確率とし
て用いた。
本研究では，砂防ダムを防災施設として取り上

げ，その施工費を対策に要する費用として，対策
費用の概算を行った。概略的に砂防・治山ダムの
設計規模を決定するためには，ダム高さ，ダム
幅，ダム奥行きを決定しなければならない。概算
に用いた仕様をTable４に示す。
上述の危険度Aの渓流に対して，崩流危険度の

高い渓流を抽出し，被災額と対策費用の比較した
結果をFig.１５に示す。図中の棒グラフは，すべ
ての渓流についての被害額（期待損失）の合計に
対する各渓流の被害額の割合，もしくは対策費用
の合計に対する各渓流の費用の割合を示してい
る。被災額全体に占める割合が多く，かつ，対策
費用全体に占める割合の少ない箇所が優先度の高
い対策箇所の候補となる。このようなリスクアナ
リシスの手法を取り入れることにより，広域にわ
たってハードな防災対策を行う場合に，各小班，
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Fig.１５リスクアナリシスによる対策優先箇所
の選定

Table４ 砂防・治山ダムの概算設計仕様

内容項目
渓流長が長く渓流勾配が急な
ほど，土砂堆積量が多いと考
え，渓流長と渓流勾配の組み
合わせからダム高さを５m，
１０m，１５mとした．このダム
高さに根入れ深さ２mを加算
した．

ダム高さ

等高線から横断図を作製し，
谷幅がもっとも狭くなってい
る箇所を計測した．

ダム幅

３mダム
奥行き

無筋コンクリート（４００００円／
m３）コンクリート単価

推定堆積域の最上流部近傍設置位置
ダム高さ×ダム幅×ダム奥行
き×コンクリート単価推定施工金額
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各渓流における災害発生特性を定量化し，対策費
用と比較することにより合理的に施設計画を遂行
することが可能となる。

５．まとめ
本研究では，２０００年東海豪雨における降雨記

録，災害記録，および森林データベースを用いて
広域災害特性を分析した結果を示すとともに，分
析結果に基づき，素因，誘因の両者を考慮した総
合的な土砂崩壊危険度評価手法を示した。また，
この総合的な土砂崩壊危険度評価を用い，統一的
な基準に基づいた，被害軽減のための災害対策支
援GISの適用事例を，災害における異なるフェー
ズに対して示した。危険度評価については，以下
の点が明らかになった。
① 誘因である降雨特性については，各観測所の

時間雨量から時間雨量と有効雨量に関する等
雨量線を作成し，林班ごとに雨量を集計した。
得られたスネーク曲線から土砂災害発生限界
線を設定した。土砂災害発生限界線は，警戒
避難の基準となることが示された。

② 素因データの分析については，高分解能衛星
画像を用いて土砂崩壊箇所の検出を行い，航
空写真判読結果を加えて土砂災害記録を作成
した。この土砂災害記録と１０mメッシュの標
高データを用いて土砂崩壊発生域を設定し，
森林のデータベースや気象，地形データを用
いて土砂崩壊発生域の特性分析を行った。特
に，土石流，斜面崩壊の二つのタイプについ
て，それぞれの特性を調べた。

③ 誘因としての降雨強度と，地形，地質，植生
などの素因の両者を考慮した数量化理論によ
る危険度評価手法を示した。また，この手法
を東海豪雨における崩壊事例により検証した
結果，土石流，崩壊ともに良好な結果が得ら
れた。
また，被害軽減のための対策支援事例として

は，以下の点が明確となった。
④ 避難，警戒時については，降雨についてのリ

アルタイムデータと危険度評価結果を用いて，
林班ごとにおける避難計画を策定支援する事

例を示した。
⑤ 災害発生直後の応急復旧時については，高分

解能衛星画像により検出された崩壊地と，道
路，民家などのGISデータとをオーバーレイ
することにより被害状況を把握する事例を示
した。

⑥ 平常時における防災施設計画については，上
記の危険度評価に基づく被災額と，砂防施設
の建設費を広域にわたって評価し，建設の優
先度を検討するリスクアナリシスの事例を示
した。
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